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単位： 千円

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） 本年度(E)－前年度(E)

（出典）令和4年度地方財政状況調査

【 決算の概要 】

令和3 19,919,052 

774,938 223,235 

806,486 

令和4年度は、前年度に実施した木材加工流通施設整備事業や、音声告知設備再構築事業などの
大型事業の完了により歳入・歳出とも減少となり、実質収支も5億52百万円の黒字決算となった。
また、積立基金残高は3億36百万円増加する一方で、これまで蓄えてきた財政調整基金を一部取り
崩すなど、基金の有効的な活用に取り組んだほか、町債残高は、43百万円の増加となった。

そのほか、経常収支比率は、普通交付税などの歳入経常一般財源が大幅な減となったことによ
り、3.7ポイント悪化（増加）し89．1％となった。増要因となった歳入は依存財源であり、国の
動向や景気等に左右され、また、歳出においては物件費や補助費等は増加傾向にあるため、今後
の財政運営について注視していく必要がある。

歳出の義務的経費では、退職手当組合負担金の減により人件費で52百万円・2.1％の減となった
ほか、住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業などの減により扶助費で3億20百万円・17．8％の
減となった。また、公債費では任意による繰上償還を見送ったことにより全体で5億57百万円・
23.2％の減となるなど、義務的経費全体でも9億28百万円・13.9％の減となった。

普通建設事業費では、CATV施設に係る光回線終端装置再構築事業や茂串ポンプ場防災倉庫整備
事業、大規模畜産施設整備事業を実施する一方、木材加工流通施設整備事業などが事業完了に伴
い減少したことにより、普通建設事業費全体で8億50百万円・20.8％の減となった。
そのほか、災害復旧事業費では1億93百万円・45.2％の増となったことから、投資的経費全体で

は6億57百万円・14.5％の減となった。
また、ふるさと支援寄附金の減少に伴い、返礼品発送費等の関連経費の減や新型コロナウイル

ス感染症対策用備品購入事業の完了による減などにより物件費で95百万円・2.8％の減、積立金で
は、ふるさと支援基金積立金や減債基金積立金の減などにより24百万円・1.2％の減となった。

一方、補助費等では、生活支援・マイナンバーカード取得促進商品券事業や家計応援商品券事
業、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業などにより補助費等全体で6億46百万円・
34.2％の増となった。

令和4年度普通会計の決算では、コロナ禍における電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付
金事業、生活支援・マイナンバーカード取得促進商品券事業、畜産競争力強化整備事業やCATV施
設光回線終端装置再構築事業などに取り組むとともに、移住定住や高齢者対策・子育て支援・人
材育成といったソフト事業にも積極的に取り組んだ一方、普通建設事業費や公債費で決算額が大
幅に減となるなど、歳出総額で188億92百万円となり、前年度と比較して10億27百万円・5．2％の
減となった。

歳入の一般財源では、普通交付税において、過疎債の一部償還終了に伴う公債費の減や、令和3
年度限りの算定費目である臨時財政対策債償還基金費の減、65歳及び75歳以上人口の国勢調査数
値の置き換えによる高齢者保健福祉費の減などにより、3億21百万円の減となり、臨時財政対策債
の減を含めた実質的な普通交付税では5億61百万円の減となった。また、地方特例交付金でも18百
万円の減となるなど、一般財源全体についても、3億61百万円・3.7％の減となった。

特定財源では、繰入金において、生活支援・マイナンバーカード取得促進商品券事業の実施に
よる財政調整基金繰入金の増や、ふるさと支援繰入金で増となるなど、繰入金全体で4億87百万
円・33.6％の増となった一方、県支出金において4億99百万円・21.2％の減や、国庫支出金におい
て3億33百万円・12.8％の減、町債において2億73百万円・12.9％の減となった。
また、寄附金においても、ふるさと支援寄附金の減に伴い全体で1億94百万円・14.1％の減とな

るなど、歳入全体でも前年度と比較して10億59百万円・5.1％の減となった。

歳 出 総 額

20,725,538 229,226 

－1－

令和４年度　普通会計決算

577,260 182,082 

１．決算収支の状況

年 度 歳 入 総 額

18,891,716 

単年度収支

551,703 19,666,654 令和4

歳入歳出差引
(A)－(B)

 翌年度に繰り
 越すべき財源

▲ 25,557 

実 質 収 支
(C)－(D)



単位： 千円・％

1 1,624,465 1,631,062 8.3 0.4 104,535 円 1,631,062 

2 276,848 277,606 1.4 0.3 17,792 円 277,606 

3 2,653 1,572 0.0 ▲ 40.7 101 円 1,572 

4 7,600 5,891 0.0 ▲ 22.5 378 円 5,891 

5 10,076 6,649 0.0 ▲ 34.0 426 円 6,649 

6 15,938 19,210 0.1 20.5 1,231 円 19,210 

7 399,361 397,499 2.0 ▲ 0.5 25,476 円 397,499 

うち社会保障財源化分 222,703 219,787 1.1 ▲ 1.3 14,086 円 219,787 

8 2,961 1,879 0.0 ▲ 36.5 120 円 1,879 

9 0 302 0.0 皆増 19 円 0 

10 8,003 9,742 0.1 21.7 624 円 9,742 

11 24,419 6,865 0.1 ▲ 71.9 440 円 6,865 

12 7,467,235 7,120,602 36.2 ▲ 4.6 456,361 円 7,120,602 

普 通 交 付 税 6,752,167 6,431,030 32.7 ▲ 4.8 412,166 円 6,431,030 

特 別 交 付 税 715,068 689,572 3.5 ▲ 3.6 44,195 円 689,572 

13 1,533 1,519 0.0 ▲ 0.9 97 円 1,519 

14 34,378 40,299 0.2 17.2 2,583 円 95,243 

15 237,066 237,735 1.2 0.3 15,236 円 236,686 

16 2,611,588 2,278,324 11.6 ▲ 12.8 146,018 円 2,278,324 

17 2,356,484 1,857,271 9.5 ▲ 21.2 119,033 円 1,857,271 

18 116,458 86,305 0.4 ▲ 25.9 5,531 円 86,305 

19 1,376,034 1,181,554 6.0 ▲ 14.1 75,726 円 1,181,554 

20 1,451,969 1,939,230 9.9 33.6 124,286 円 1,939,230 

21 350,880 517,486 2.6 47.5 33,166 円 517,486 

22 242,089 213,052 1.1 ▲ 12.0 13,655 円 159,459 

23 2,107,500 1,835,000 9.3 ▲ 12.9 117,606 円 1,835,000 

う ち臨 時財 政対 策債 320,800 81,100 0.4 ▲ 74.7 5,198 円 81,100 

20,725,538 19,666,654 100.0 ▲ 5.1 1,260,440 円 19,666,654 

（ 令和5年3月末現在「住民基本台帳」人口 15,603 人 ）

◇ 歳入の特徴

－2－

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

２．歳入の状況

決 算 額 構成比

ゴルフ場利用税交付金

配 当 割 交 付 金

［特定財源］では、県支出金において、前年度に実施した木材加工流通施設整備事業の完了に伴う減等によ
り全体で4億99百万円・21.2％の減となり、国庫支出金においても、子育て世帯等臨時特別支援事業費補助
金や、防災・安全社会資本整備交付金の減により全体で3億33百万円・12.8％の減となった。

また、特定財源以外（一般財源扱い）では、マイナンバーカード取得促進商品券事業の実施に伴い、繰入
金のうち財政調整基金繰入金で4億6百万円の増となった。

［歳入全体］では、地方税や繰入金で増加となる一方、国庫支出金や県支出金、地方債で減少となり、地方
交付税などの経常一般財源等も減となり、歳入全体では前年度より10億59百万円・5.1％の減となる196億67
百万円となった。

町 債

財 産 収 入

計

繰 入 金

［一般財源］では、地方税や法人事業税交付金で増となったものの、地方交付税のうち普通交付税におい
て、過疎債の一部償還終了に伴う公債費の減や、令和3年度限りの算定費目である臨時財政対策債償還基金
費の減等により3億21百万円の減となった。これにより、地方税から地方交付税までの一般財源全体につい
ても、3億61百万円・3.7％の減となった。

繰 越 金

令和3年度
決　算　額

令和4年度地方財政状況調査

国 庫 支 出 金

諸 収 入

株式等譲渡所得割交付金

区 分

寄 附 金

県 支 出 金

交通安全対策特別交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

一般会計
決 算 額

（ 参 考 ）増 減 率
町民１人当
りの決算額

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

町 税

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 譲 与 税

法 人 事 業 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金
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自主財源

29.7％

依存財源

70.3％

町 税

8.3％

寄附金

6.0％

繰入金

9.9％

その他

5.5％

地方譲与税

及び交付金等

3.7％

地方交付税

36.2％

国庫支出金

11.6％

県支出金

9.5％

町 債

9.3％

令和４年度
歳入決算額
196億67百万円

20,799,997 
20,251,117 

395,178 

20,725,538 
19,919,052 

577,260 

19,666,654 
18,891,716 

551,703 
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令和４年度

千円



３．歳出の状況

（１）目的別歳出 単位： 千円・％

決 算 額 構成比 増減率 一般財源
町民１人当
りの決算額

1 議 会 費 111,509 113,080 0.6 1.4 113,080 7,247 円 113,080 

2 総 務 費 4,529,967 5,221,309 27.6 15.3 4,265,816 334,635 円 5,356,260 

3 民 生 費 3,804,802 3,537,151 18.7 ▲ 7.0 2,190,845 226,697 円 3,528,879 

4 衛 生 費 1,365,609 1,402,755 7.4 2.7 1,110,094 89,903 円 1,348,296 

5 労 働 費 77 41 0.0 ▲ 46.8 41 3 円 41 

6 農林水産業費 2,389,858 1,757,243 9.3 ▲ 26.5 682,839 112,622 円 1,685,511 

7 商 工 費 696,639 614,192 3.3 ▲ 11.8 526,255 39,364 円 620,564 

8 土 木 費 1,598,887 1,701,210 9.0 6.4 339,841 109,031 円 1,695,724 

9 消 防 費 1,390,490 778,462 4.1 ▲ 44.0 567,557 49,892 円 778,613 

10 教 育 費 1,202,312 1,300,519 6.9 8.2 961,580 83,351 円 1,298,994 

11 災 害 復 旧 費 427,365 620,724 3.3 45.2 11,303 39,782 円 620,724 

12 公 債 費 2,401,537 1,845,030 9.8 ▲ 23.2 1,793,396 118,248 円 1,845,030 

13 諸 支 出 金 0 0 0.0 － 0 0 円 0 

19,919,052 18,891,716 100.0 ▲ 5.2 12,562,647 1,210,775 円 18,891,716 

（ 令和5年3月末現在「住民基本台帳」人口 15,603 人 ）

◇ 目的別歳出の特徴 ※100万円未満四捨五入　

【 総 務 費 】

【 民 生 費 】

【 衛 生 費 】

【 労 働 費 】

【 農林水産業費 】

【 商 工 費 】

【 土 木 費 】

【 消 防 費 】

【 教 育 費 】

【 災害復旧費 】

【 公 債 費 】

振動病二次健診受診費用市町村負担金　など

町道新設改良（社総金・防安金）6億96百万円、吉見川浸水対策2億19百万円、道路維持補修1億
99百万円、改良住宅建設79百万円、がけ崩れ住家防災対策69百万円、高速道路周辺整備59百万
円、緑林公園トイレ改修47百万円、緑林公園せせらぎ改修32百万円　など

廃棄物処理施設管理運営3億89百万円（運転管理業務委託3億64百万円等）、水道事業会計繰出金
2億80百万円、診療所特別会計繰出金1億47百万円、新型コロナワクチン接種1億28百万円、塵芥
処理90百万円、新食肉センター施設整備負担金55百万円、各種予防接種38百万円　など

区 分
令和3年度
決　算　額

一般会計
決 算 額

（ 参 考 ）

令和4年度地方財政状況調査

基金積立18億55百万円（うち、ふるさと支援基金11億85百万円）、ふるさと支援推進6億54百万
円、生活支援・マイナンバーカード取得促進4億56百万円、ケーブルシステム光回線終端装置再
構築2億41百万円、国土調査1億49百万円、移住定住促進1億40百万円、公共交通対策（路線バス
運行費補助等）1億33百万円、人材育成推進93百万円　など

計

元金17億92百万円、利子53百万円

－4－

高幡消防組合負担金4億23百万円、住宅耐震化促進65百万円、自家給油施設整備35百万円、防災
施設管理31百万円、消防団員報酬27百万円、老朽住宅除去補助20百万円、防災ハザードマップ作
製14百万円、消防自動車購入13百万円、２次避難所ガス発電機整備12百万円、緊急輸送道路沿道
建築物耐震化促進事業補助11百万円、防災活動用資機材購入9百万円　など

公共土木施設4億69百万円、農林施設1億52百万円

公立・私立保育所及び認定こども園6億78百万円、介護・訓練等給付費5億29百万円、後期高齢者
医療（特別会計繰出金等）4億38百万円、介護特別会計繰出金4億35百万円、国保特別会計繰出金
2億21百万円、児童手当1億65百万円、電力・ガス・食料品等価格高騰支援事業1億55百万円、在
宅福祉（在宅介護手当・配食サービス等）75百万円　など

学校給食2億30百万円、学校管理費1億75百万円、学校施設整備1億70百万円、ＩＣＴ教育推進77
百万円、Ｂ＆Ｇ海洋センター管理運営67百万円、通学対策（スクールバス運行委託・通学バス定
期代等）56百万円、図書館・美術館管理運営42百万円、外国青年招致35百万円　など

日本型直接支払制度（中山間・多面的・環境保全）3億40百万円、畜産競争力強化整備事業補助3
億36百万円、基金積立1億30百万円、大規模畜産施設整備事業補助1億円、四万十川流域森林環境
整備事業補助74百万円、鳥獣被害対策52百万円、粗飼料価格高騰対策緊急支援給付金51百万円、
町有林管理49百万円、レンタル畜産施設等整備事業補助47百万円　など

家計応援商品券84百万円、観光施設管理運営81百万円、商工業振興76百万円、事業者経営支援事
業補助66百万円、雇用労働継続支援助成59百万円、観光振興48百万円、ホビー館関連推進10百万
円、商工業者感染症対策物品購入補助10百万円、オアシス風観光交流拠点整備基本設計9百万
円、地産外商推進8百万円、米こめフェスタ実行委員会補助7百万円　など



（２）性質別歳出
単位： 千円・％

決 算 額 構成比 増減率
経常一般
財源 (A)

経常収支
比率(A/B)

6,651,805 5,723,900 30.3 ▲ 13.9 4,390,938 49.4 

2,453,033 2,401,330 12.7 ▲ 2.1 2,142,893 24.1 

1,346,149 1,344,875 7.1 ▲ 0.1 1,249,209 14.1 

1,797,235 1,477,540 7.8 ▲ 17.8 454,649 5.1 

2,401,537 1,845,030 9.8 ▲ 23.2 1,793,396 20.2 

4,522,476 3,865,809 20.5 ▲ 14.5 

4,095,111 3,245,085 17.2 ▲ 20.8 

(1) 補 助 事 業 費 2,530,799 1,413,012 7.5 ▲ 44.2 

(2) 単 独 事 業 費 1,516,166 1,793,591 9.5 18.3 

(3) 国直轄事業負担金 0 0 0.0 － 

(4) 県 営 事 業 負 担 金 48,146 38,482 0.2 ▲ 20.1 

427,365 620,724 3.3 45.2 

(1) 補 助 事 業 費 357,674 527,624 2.8 47.5 

(2) 単 独 事 業 費 69,691 93,100 0.5 33.6 

8,744,771 9,302,007 49.2 6.4 3,518,425 39.7 

3,326,223 3,231,444 17.1 ▲ 2.8 1,497,668 16.9 

1,888,351 2,534,387 13.4 34.2 932,360 10.5 

(1) 一 部 事 務 組 合 419,029 437,888 2.3 4.5 396,493 4.5 

(2) そ の 他 1,469,322 2,096,499 11.1 42.7 535,867 6.0 

83,806 89,490 0.5 6.8 71,376 0.8 

2,009,466 1,985,816 10.5 ▲ 1.2 

72,297 108,691 0.6 50.3 108,691 1.2 

1,364,628 1,352,179 7.1 ▲ 0.9 908,330 10.3 

19,919,052 18,891,716 100.0 ▲ 5.2 7,909,363 89.1 

8,881,512 千円 (B)

◇ 性質別歳出の特徴

公 債 費

計

維 持 補 修 費

積 立 金

令和4年度地方財政状況調査

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

令和3年度
決　算　額

補 助 費 等

投資及び出資金・貸付金

う ち 職 員 給

人 件 費

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

－5－

［ その他の経費 ］

人件費では、会計年度任用職員数の増による報酬の増や、地方公務員等共済組合法の一部改正により、会計年
度任用職員等が共済組合の短期組合員となったことに伴い負担金が増となったものの、退職手当組合負担金の減
等により人件費全体で52百万円・2.1％の減となった。扶助費では、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付
事業を実施したものの、令和3年度に実施した住民税非課税世帯等臨時特別給付金等の給付金事業の減により、扶
助費全体で3億20百万円・17.8％の減となった。また、公債費では、平成21年度借入のCATV建設の償還が令和3年
度に終了したことや、任意での繰上償還を見送ったことにより公債費全体で5億57百万円・23.2％の減となり、義
務的経費全体でも9億28百万円・13.9％の減となった。

普通建設事業費では、CATV施設に係る光回線終端装置再構築や茂串ポンプ場防災倉庫整備、大規模畜産施設整
備補助、道路長寿命化対策等の実施により単独事業費が増となったものの、補助事業費では木材加工流通施設整
備補助や町道新設改良費の減等により、普通建設事業費全体で8億50百万円・20.8％の減となった。

そのほか、災害復旧事業費では1億93百万円・45.2％の増となり、投資的経費全体では、6億57百万円・14.5％
の減となった。

物件費では、ふるさと支援寄附金及び寄附件数の減により返礼品発送費などの関連経費の減や、新型コロナウ
イルス感染症対策用備品購入の減などにより、物件費全体で95百万円・2.8％の減となった。補助費等では、生活
支援・マイナンバーカード取得促進商品券事業や、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業の実施等
により、補助費等全体で6億46百万円・34.2％の増となった。また、積立金ではふるさと支援寄附金の減少に伴う
ふるさと支援基金への積立金が減となったほか、減債基金積立金の減などにより、積立金全体で24百万円・1.2％
の減となった。繰出金では、特別養護老人ホーム四万十荘会計への繰出金が減となるなど、繰出金全体で12百万
円・0.9％の減となり、その他の経費全体では5億57百万円・6.4％の増となった。

［ 投 資 的 経 費 ］

★歳入における経常一般財源(臨時財政対策債を含む。)

［ 義 務 的 経 費 ］

そ の 他 の 経 費

物 件 費

災 害 復 旧 事 業 費

繰 出 金

区 分
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義務的

経 費

30.3％

投資的

経 費

20.5％

その他の

経 費

49.2％

人件費

12.7％

扶助費

7.8％

公債費

9.8％

普通建設事業費

17.2％

災害復旧事業費

3.3％

物件費

17.1％

補助費等

13.4％

積立金

10.5％

繰出金

7.1％

その他

1.1％

令 和 ４ 年 度

性 質 別
歳 出 決 算 額
1 8 8億 9 2百万円

議会費

0.6％

総務費

27.6％

民生費

18.7％

衛生費

7.4％
労働費

0.0％

農林水産業費

9.3％

商工費

3.3％

土木費

9.0％

消防費

4.1％

教育費

6.9％

災害復旧費

3.3％

公債費

9.8％

諸支出金

0.0％

令 和 ４ 年 度

目 的 別
歳 出 決 算 額
1 8 8億 9 2百万円



４．主要な財政指標
単位： 千円・％

(１)
6.2 6.2 4.4 5.6 4.4

(２)
89.1 85.4 89.6 92.9 91.8

(３)
147.4 136.8 133.8 128.5 123.0

(４)
207.2 196.8 207.2 216.0 215.3

① 　－
(▲ 6.21)

　－
(▲ 6.19)

　－
(▲ 4.40)

　－
(▲ 5.57)

　－
(▲ 4.38)

② 　－
(▲12.15)

　－
(▲11.85)

　－
(▲10.23)

　－
(▲10.73)

　－
(▲10.05)

③ 
6.0 6.1 6.0 7.2 7.9

④ 　－
(▲75.9 )

　－
(▲81.9 )

　－
(▲84.6 )

　－
(▲57.2 )

　－
(▲49.1 )

⑤ 
－ － － － －

Ⅰ 
8,878,316 9,322,908 8,967,043 8,594,942 8,642,760 

Ⅱ 
0.22 0.22 0.23 0.22 0.22 

< 用語説明 >

(1) 実質収支比率

標準財政規模に対する実質収支額の割合。一般的には、3～5％程度が望ましいとされている。

(2) 経常収支比率

人件費や扶助費、物件費、公債費といった「経常的経費」に対して、町税や普通交付税などを中心とする「経常的収

入（一般財源）」がどの程度充当されているかを示す割合。地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として

使用され、この数値が高いほど経常的に歳入される一般財源に余裕がないことを示している。

(3) 積立金現在高比率

各種基金に積み立てている積立基金残高の標準財政規模に対する割合

(4) 地方債現在高比率

起債により借入れしている地方債残高の標準財政規模に対する割合

① 実質赤字比率

一般会計等（本町の場合、一般会計のみ）の実質収支額の合計が赤字となった場合における標準財政規模に対する

赤字額の割合

② 連結実質赤字比率

一般会計等と特別会計の実質収支額及び公営企業会計の資金剰余（不足）額の合計（＝連結）が赤字となった場合

における標準財政規模に対する赤字額の割合

③ 実質公債費比率

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する割合（３か年平均）。公営企業の

公債費に対する一般会計等からの繰出金や、一部事務組合の公債費に対する負担金、債務負担行為に基づく支出

のうち公債費に準ずるものなども含まれる。

④ 将来負担比率

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合

⑤ 資金不足比率

公営企業会計ごとの資金不足額が、事業の規模に対してどの程度あるかを示す割合

Ⅰ 標準財政規模

地方公共団体の通常的な状態で通常収入されると見込まれる経常的な一般財源の規模を示している。

Ⅱ 財政力指数(３か年平均)

地方公共団体の財政力を示す指数。この指数が大きいほど財政的に余裕があるとされ「１」を超えると地方交付税

は交付されないことになる。

－7－

令和３年度

普

通

会

計

決

算

の

状

況

経 常 収 支 比 率

地 方 債 現 在 高 比 率

令和４年度
公
　
表

資
料
名

健

全

化

判

断

比

率

資

金

不

足

比

率

令和２年度

財政力指数(3か年平均)

積 立 金 現 在 高 比 率

実 質 収 支 比 率

将 来 負 担 比 率

標 準 財 政 規 模

実 質 公 債 費 比 率

普
　
通

交
付
税

資 金 不 足 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

平成30年度

実 質 赤 字 比 率

各 種 指 標 令和元年度
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 決算収支イメージ図（普通会計）
注）実際のグラフ(決算額の割合)とは異なります

※前年度からの繰越分を含む。

※前年度からの繰越分を含む。

< 令和4年度 決算額 >

歳出総額 (B)

歳入総額 (A)

< 用語説明 >

☞ 普通会計
　地方公共団体によって各会計の範囲等が異なっており財政比較等が困難なため、地方財政統計上統一的に用
いられる会計区分で、四万十町では「一般会計」が対象。

☞ 形式収支 (C) ＝歳入決算総額(A)－歳出決算総額(B)

☞ 翌年度に繰り越すべき財源 (D)

 　継続費の逓
てい

次
じ

繰越（執行残額）や、繰越明許費繰越等に伴い翌年度に繰り越すべき財源。

☞ 実質収支 (E) ＝形式収支(C)－翌年度に繰り越すべき財源(D)
　※ただし、実質収支には過去からの収支の赤字又は黒字要素が含まれている。（歳入の中には前年度の実質
収支が繰越金として含まれているため）

☞ 単年度収支
　本年度の実質収支(E)から前年度の実質収支を差し引いた額。※実質収支(E)は前年度以前からの収支の累積
であるため、その影響を控除したもの。
　なお、当該年度だけの実質的な収支を把握するための指標として、単年度収支から、実質的な黒字要素（財
政調整積立金・地方債繰上償還など）や赤字要素（財政調整基金の取崩しなど）を加減したものを「実質単年
度収支」という。

 歳入における「自主財源」及び「依存財源」の内訳（普通会計） 単位： 千円

歳入決算総額 (A)

歳出決算総額 (B)

【参考資料】②

【参考資料】①

▲ 1,472,268 

▲ 9.6 ％ 

【前年度比】

【前年度比】

＋ 413,384 

＋ 7.6 ％ 

29.7 ％ 

5,846,723

【構 成 比】

5,891

277,606

1,572

1,939,230

7,120,602

1,857,271

9,742

2,278,324

213,052

使 用 料 及 び 手 数 料

517,486

86,305

1,181,554

町 税

寄 附 金

財 産 収 入

－11－

302

6,865

19,666,654

国 庫 支 出 金

1,857,271

国庫支出金 2,278,324

地方交付税70.3 ％ 

1,835,000

計

依存財源

13,819,931

【構 成 比】

19,210

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

県 支 出 金

町 債町　　　債

1,879

1,519

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 交 付 税

397,499

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地方譲与税
及び交付金

728,734

地 方 譲 与 税

法 人 事 業 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

県 支 出 金

1,835,000

7,120,602

配 当 割 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

千円 551,703 千円

形　式　収　支　(C)＝(A)－(B)

4,215,661

繰 入 金

千円

実　質　収　支
(E)＝(C)－(D)

繰越財源(D)

40,299

237,735

774,938形式収支 (C)

1,631,062

諸 収 入

繰 越 金

分 担 金 及 び 負 担 金

町　　　税

そ　の　他

6,649

18,891,716

自主財源

1,631,062

千円19,666,654

翌年度に繰り越
すべき財源 (D)

実質収支(E)

千円

223,235



【参考資料】③　全会計決算額（実質収支）総括表

単位： 千円

歳　　入 歳　　出
歳入歳出
差　　引

翌年度に
繰り越す
べき財源

実質収支

19,666,654 18,891,716 774,938 223,235 551,703 

19,666,654 18,891,716 774,938 223,235 551,703 

2,274,604 2,255,377 19,227 0 19,227 

545,118 544,959 159 159 0 

94,599 94,599 0 0 0 

8,148 8,148 0 0 0 

337,246 336,035 1,211 0 1,211 

2,697,380 2,570,713 126,667 0 126,667 

344,115 344,024 91 0 91 

255,112 255,112 0 0 0 

28,040 28,040 0 0 0 

55,940 55,940 0 0 0 

収益 (消費税抜き ) 546,078 498,603 47,475 

資本 (消費税込み ) 177,737 418,672 ▲ 240,935 

特

別

会

計

当年度純利益 47,475千円

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険
大 正 診 療 所

特 別 養 護 老 人
ホ ー ム 窪 川 荘

特 別 養 護 老 人
ホ ー ム 四 万 十 荘

大 道 へ き 地 診 療 所

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

介 護 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険
十 和 診 療 所

一 般 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業

下 水 道 事 業

－12－

会 計 名

普 通 会 計

過年度分損益勘定留保資金
234,269千円及び当年度分消
費税及び地方消費税資本的
収支調整額6,666千円で補填

水 道 事 業公

営

企

業

会

計


